
地方財政の充実・強化を求める意見書 

 

 唐津市は、離島や原発災害への対応などの特殊な状況がある中で、他自治体と同

様に人口減少・少子高齢化が進み、医療・介護など社会保障への対応、子育て支援

策の充実、地域交通の維持・確保など、より多く、またより複雑化した行政需要へ

の対応が求められているが、公的サービスを担う人材不足は年々深刻化している。 

また、新型コロナウイルス感染症が世界的に蔓延し、我が国は戦後最大の経済危

機に直面しており、地域経済にも大きな影響が及び、本年度はもちろん来年度にお

いても、地方税・地方交付税などの一般財源の激減が避けがたくなっている。唐津

市においても、経済対策や長期化する感染症対策と共に、近年多発している大規模

災害、そのための防災・減災事業の実施など、緊急な対応を要する課題にも直面し

ている。 

 地方財政は、巨額の財政不足を生じ、これまでにない厳しい状況に陥ることが予

想され、こうした山積する地方の課題対応のため、２０２１年度の政府予算と地方

財政の検討にあたっては、歳入・歳出を的確に見積もり、地方財政の確立をめざす

よう、政府に以下の事項の実現を求める。 

 

１ 社会保障、防災・減災、環境対策、地域交通・人口減少対策、情報通信環境の

整備など、増大する財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の

確保をはかること。 

２ 子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、困窮者支援等の急増する社会

保障ニーズへの対応と人材確保のための社会保障予算確保及び地方財政措置を的

確に行うこと。 

３ 新型コロナウイルス対策として、新たに政府が予算化した「新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金」や「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援

交付金」については、今年度の補正予算にとどまらず、感染状況や自治体におけ

る財政需要を把握しつつ、来年度予算においても、十分な財源を確保すること。 

４ 地方交付税における「業務改革の取組等の成果を反映した算定」は、地域の実

情を考慮に入れず、本来交付税に求められる財源保障機能を損なう算定方式にな



っていることから、その廃止・縮小を含めた検討を行うこと。 

５ 公共施設等の集約化・複合化及び転用事業に係る地方債については恒久的な措

置とし、除却事業については交付税措置の対象とすること。 

６ 緊急防災・減災事業債については恒久的な措置とすると共に、大規模災害時に

重要な拠点施設となる学校や庁舎等の更新・新増築に加え、ソフト事業も対象と

するなど要件の緩和をはかること。 

７ 過疎対策事業債については継続するとともに、過疎地域の自立促進を図るため

の事業を着実に実施できるよう必要額を確保すること。 

８ 唐津市は佐賀県で唯一 7つの離島を有しており、人口減少、高齢化などの厳し

い環境下、離島における医療、福祉、保健衛生、教育、交通及び通信など離島の

地理条件に起因する特別な行政需要を抱えている。こうした特別な行政需要を的

確に把握し、十分な財政措置を講じること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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